
平成３０年１２月 

 

 

標準運送約款及び標準内航運送約款のあり方に関する検討会開催要領 

 

 

１．趣旨 

 平成30年 5月公布の「商法及び国際海上物品運送法の一部を改正する法律」

により、運送・海商分野について、社会経済情勢の変化への対応、荷主、運

送人その他の運送関係者間の合理的な利害の調整及び海商法制に関する世

界的な動向への対応が図られ、荷主と運送人の責任分担等が変更された。 

国土交通省では、海上運送法第９条に基づく標準運送約款、内航海運業法第８

条に基づく標準内航運送約款を定めており、これらの約款は、国内海上運送・

内航海運において広く活用されている。商法改正に対応するほか、時代に応じ

た変化に対応するため、標準運送約款と標準内航運送約款について、それぞれ

見直しの検討を行う。 

このため、学識経験者、内航海運業者、荷主企業及びその他関係者から構成

される「標準運送約款及び標準内航運送約款のあり方に関する検討会」を開催

し、標準運送約款及び標準内航運送約款の改正の方向性について検討すること

とする。 

 

２．構成員等 

（１）構成員（うち１名は座長）は別紙のとおりとする。 

（２）座長は、必要があると認めるときは、座長代理を指名することができ

る。 

（３）座長は、必要に応じて構成員以外の関係者の出席を求め、その意見を聴

くことができる。 

 (４）構成員は、その申出により、構成員が指名する者を代理で出席させるこ

とができる。 

 

３．運営 

（１）本検討会の庶務は、内航課において行う。 

（２）検討会の会議資料は、原則として公開する。ただし、議事の円滑な実施

に影響が生じるものは非公開とする。 

（３）検討会の会議終了後に議事要旨を作成し、原則としてこれを公開する。 

（４）本要領に定めるもののほか、検討会の運営に関して必要な事項は座長が

検討会の了承を得て、その取扱いを決定するものとする。 
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